
【指定申請書等の様式及び添付書類一覧（A4版）】
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○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
※新規不受理

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式第一号

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式第二号

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 第１号様式

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 第２号様式

○ 第３号様式

1 付表１ 付表２ 付表３ 付表４ 付表５ 付表12 付表13 付表６ 付表７ 付表８ 付表９ 付表10 付表11 付表14

2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参考様式1

4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 ○ ○ ○ ○ （宿泊型：○） 参考様式２

7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参考様式３

8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参考様式４

9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参考様式４

10 ○ ○ 参考様式４

11 ○ 参考様式４

12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
「定款」は就労
継続支援A型のみ

13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 標準様式２

14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15

○
（嘱託医契
約書を含

む）

○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

16 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
標準様式１

※特定する場合
のみ提出

17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 標準様式３

18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
参考様式５
又は５ー２

19 ○
△

（医療型
に限る）

20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 別紙1－1

22 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 別紙２

23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 別紙2-1～⑯

26 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

27 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

従業者の勤務の体制及び勤務形態
一覧表

主たる対象者を特定する理由書

誓約書

介護給付費等体制届出書

令和8年4月1日

登記事項証明書又は貸借契約書等
（土地・建物の所有権等が分かる
書類）

消防法による防火対象物使用開始
届（建物を新たに使用する場合）
※検査済印のある写し

介護給付費等の算定に係る体制等
状況一覧表

体制加算
※該当するもの

事業計画書及び事業内容が確認で
きる書類（パンフレット等でも
可）

区　　　分

指定申請書(更新，変更申請を含む)

変更届出書

事業再開届出書

事業廃止（休止）届出書

事業所の位置図（従たる事業所が
ある場合は位置関係が分かるも
の）

指定辞退届出書

付　　表

申請者の登記事項証明書又は条例
等

平面図；○
建物の構造；◎

組織体制図

サービス提供責任者の経歴書

相談支援専門員の経歴書

定款，運営規程

資格証，研修修了証等（写）
※資格が必要な職種

実務経験（見込）証明書等

医療法第７条の許可を受けた病院
であることを証明する書類

設備・備品等一覧表

管理者の経歴書

サービス管理責任者の経歴書

事業所の外観，内部の写真（設備
基準に定める箇所等）※注１

居室面積等一覧表

利用者（入所者）又はその家族か
らの苦情を解決するために講ずる
措置の概要

財務諸表（貸借対照表，収支予算
書，財産目録等）

協力医療機関等との契約書，覚書
等
※◎←歯科医も含む
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区　　　分

29 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

30 ○ ○ 別紙様式あり

31 ○ 参考様式６

医療型短期入所の場合：医療型短期入所に関する届出

日中サービス支援型の場合：協議会等への報告・協議会からの評価等に関する措置の概要

共同生活援助

建築基準法による検査・確認済証
（新築，用途変更等の場合）

　注１　写真添付の要否については，申請窓口の指示に従ってください。
　注２　経歴書，資格証，修了証明書，実務経験証明書等のない従事者については，雇用関係を確認するための書類の提示を求めることがあります。

共生型サービス 障害者の支援を行う上で，必要な技術支援を受ける指定生活介護事業所その他の関係施設に関する書類（任意様式）

区分２，８，9，13，14，15の書類は省略することができる。（※サービス管理責任者配置等加算を算定する場合は，区分９の書類は必須）

日中活動系サービス事業所との同一敷地内に設置する場合：障害福祉サービスの日中活動事業所と共同生活援助事業所を同一敷地内に開設する際の申出書

現在の利用者等へ講じる措置の一覧表（近隣の事業者等の紹介，他事業者等へ斡旋等）：任意様式

外部サービス利用型の場合：受託居宅介護サービス事業者が事業を行う事業所の名称及び所在地並びに当該事業者の名称及び所在地を記載した書類

事業を廃止・休止・辞退
する場合

相談支援

一般就労移行実績

平均障害支援区分算定シート

その他

他の就労系サービスを実施している場合は，該当サービスの支援状況や経営状況（生産活動収支，経営改善計画書提出状況，スコア表や平均賃金・工賃月額等）に関する書
類

就労選択支援

協議会や市町村等からの評価等に関する書類

地域移行支援型ホームの場合：精神病床数削減計画書，地域移行推進協議会設置に関する書類（任意様式）

他の事業所又は施設の従事者と兼務する地域移行支援・地域定着支援に従事する者がいる場合：参考様式７

短期入所

次の内容を事業計画書に詳細に記載すること（任意様式）。
・生産活動の具体的な内容（作業内容，必要作業量，作業人員，作業量単価，期間，成果等の積算根拠を含む）
・当該生産活動に係る事業の収入見込み額（就労支援事業収益）※報酬は含まれない
・生産活動に係る事業に必要な経費（就労支援事業事業活動経費）
・利用者に支払う賃金の積算根拠

介護保険事業者が申請する場合：指定に係る指令書の写し，最新の定員が把握できる書類（付表等）

併設の場合：本体施設の平面図

就労継続支援事業に関す
る事業計画書（生産活
動）


